
予算要求資料
平成28年度当初予算　　　支出科目　款：衛生費　　項：医務費　　目：医務費
	事業名　障がい児者医療学寄附講座設置事業費
      （地域医療介護総合確保基金）


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

健康福祉部地域医療推進課 障がい児者医療推進室障がい児者医療推進係
電話番号：058-272-1111（内2649）

　                    E-mail：c11230@pref.gifu.lg.jp 

１　事業費　25,000千円　（前年度予算額：　25,000千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	25,000
	0
	0
	0
	0
	0
	25,000
	0
	0

	要求額
	25,000
	0
	0
	0
	0
	0
	25,000
	0
	0

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
障がい児者医療に携わる医師の育成、障がい児者医療の在り方についての研究や普及啓発など、県の障がい児者医療の向上を図ることを目的とする。
（２）事業内容

岐阜大学に寄附講座を設置する。

　　寄附講座名：岐阜大学大学院医学系研究科　障がい児者医療学講座（岐阜県）

　　体制：教員2名

　　期間：平成26年度～28年度

　　寄付総額：75,000千円（毎年度25,000千円）

　　　　　　　26・27年度は地域医療再生基金、28年度は地域医療介護総合確保基金を活用

　　寄附の使途：人件費、研究費、旅費など講座運営に必要な経費

　　対象障がい：重症心身障がい、発達障がい

　　具体的研究・活動内容：

　　　○教育・人材育成

　　　　1.障がい児者医療教育

・学部教育として、障がい児者医療学のカリキュラムを作成、実施

　　　　　・小児病態学講座の若手医師が一定期間臨床研修に従事する機会設定

　　　　2.障がい児者医療に従事する医師の育成

　　　　　・医療的ケア実技講習や、ケース検討による医師のスキル向上
　　　　　・現場を離れた医師等を対象に診療を実際に経験する研修体制構築

　　　　　・小児科以外の診療科を含めた障がい児者医療のネットワークづくり

　　　○研究

　　　　3.障がい児者医療の現状把握と課題の発掘

　　　　　・県内障がい児者の実態、医療状況等を調査し、今後の課題を研究

　　　　4.障がい児者医療の地域での推進

　　　　　①重症心身障がい児者医療について

　　　　　・医療的ケアのガイドライン作成・運用
　　　　　・診断技術や療育、在宅医療支援の在り方について臨床研究を実施
　　　　　・学会における研究活動の発表等
　　　　　②発達障がい児者医療について

　　　　　・診断技術や療育、家族支援の在り方について臨床研究を実施

　　　　　・医療資源を障がい児者、医療スタッフ双方有効利用する方法検討
・学会における研究活動の発表等
　　　○普及啓発

　　　　5.障がい児者医療の普及啓発

　　　　　・県と連携して医療・福祉関係者や一般対象の講演会や連続講座開催
（３）県負担・補助率の考え方

　　　地域医療介護総合確保基金を活用した県単独事業として実施する。
（４）類似事業の有無
      無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	寄附金
	25,000
	

	合計
	　25,000
	


	　決定額の考え方　




事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果

	（事業目標）

障がい児者医療に従事する医師等の育成を図るとともに、研究成果を県の障がい児者医療の充実に活かす。また、啓蒙活動により障がい児者医療への県民の理解を深める。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	公開連続講座参加者数
	0名
（H25）
	1,293名
（H26）
	788

名
(H27.8)
	2,081名
(H27.8)
	1,200名
（H28）
	173.4％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

　・医学部４年生全員（100名）全員を対象とした障がい児者施設（病院）における院外実習
・希望が丘こども医療福祉センターへ非常勤医師を週１回派遣
・「障がい児者支援を考える公開連続講座」毎月1回開催　毎回約200名参加


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

· 研究活動や学生・若手医師の教育・研修を通じて、障がい児者医療に携わる医師の育成や医療の資質向上が見込まれる。
· 公開連続講座では当初の参加見込みを大幅に上回る申し込みがあり、医療や福祉従事者の潜在的な関心やニーズを掘り起こすことができた。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	常時医療的支援を必要とする小児障がい児者等が年々増加する中で、障がい児医療に理解のある医師等の確保が喫緊の課題である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	医師の育成のみならず、公開連続講座の参加者数を見る限り障がい児者医療に対する関心は非常に高いものがあると判断できることから、それに応えることで医師以外の人材の確保にもつながることが期待できる。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	事業について定期的に協議を行い、効率的な運営を図っている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　障がい児者医療に理解のある医師の確保が課題であり、従事する医師等の育成と、医療の資質向上を図ることが今後とも必要である。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　事業効果を得るために寄附講座を最低3年間設置することが必要であり、ニーズの動向によっては設置期間の延長も検討する必要がある。併せて、医師以外の看護師や心理士などの療育スタッフの育成にもつなげる。



